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新規事業開始とそれに伴う出資及び業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、平成21年９月25日開催の取締役会において、SaaS型人事アウトソーシング事業を新規

に開始することを決議いたしました。また、それに伴いラクラス株式会社（本社：東京都文京区、

代表取締役社長：北原佳郎、以下ラクラス㈱）への出資及び業務提携契約書の締結について決議

いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記  

 

１．新規事業の開始及び出資、業務提携の目的  

当社は創業以来、インターネットを活用した求人求職情報サービスを軸に、企業の採用・

教育・評価に関わるサービスを提供し、単なる採用にとどまらず入社後の活躍・定着化まで

を支援してまいりました。 

この度、当社は顧客企業の人事業務の効率化と人事の戦略部門化を支援するため、SaaS型

人事アウトソーシング事業を開始いたします。事業の立ち上げにあたっては、人事システム

及び人事アウトソーシングサービスを行っているラクラス㈱へ出資し、業務提携することに

いたしました。 

ラクラス㈱の人事システム及び人事アウトソーシングサービスに、当社独自の戦略人事支

援システムを組み合わせた業界初のサービスにより、安定した収益基盤の確立を目指してま

いります。 

 

２．事業の概要 

 （１）サービスの内容 

勤怠管理、給与計算、社員情報の収集・登録といった人事の定型かつ煩雑な業務を、

機能性の高いシステムとアウトソーシングの組み合わせにより徹底的に効率化し、人事

部門のリソースを採用、育成、配置、制度企画などの戦略的業務にシフトする環境を提

供いたします。 

     将来的には、当社の教育・評価事業部で行っている評価制度の導入コンサルティング

の提供等、サービス範囲を拡大する予定です。 

 （２）対象顧客 

     従業員数300名～1,000名程度の企業 

 

３．出資の概要 

（１） 取得前の所有株式数 ：0株  

（２） 取得株式数     ：3,500株  

（３） 取得後の所有株式数 ：3,500株（所有割合 15.2％）  

（４） 株式取得の方法   ：第三者割当による新株式発行引受け 及び 

ラクラス㈱株主からの譲受 

第三者割当増資後の発行済株式総数 22,952株 



（５） 取得年月日     ：平成21年10月15日（予定）  

（６） 取得金額      ：210百万円  

 

４．業務提携について 

当社がSaaS型人事アウトソーシング事業で顧客に提供する人事システム及び人事アウトソ

ーシング等の提供をラクラス㈱から受ける予定です。 

 

５．出資及び業務提携先の概要              （平成 21年８月 31 日現在） 

（１）商 号 ラクラス株式会社 

（２）代 表 者 代表取締役社長 北原 佳郎 

（３）本 店 所 在 地 東京都文京区小石川 

（４）設 立 年 月 日 平成17年５月20日 

（５）主な事業の内容 人事システム及び人事アウトソーシングサービス 

（６）資 本 金 381,490千円 

（７）発行済株式総数 21,385株 

（８）事業年度の末日 12月31日 

（９）従 業 員 数 64名 

氏名または名称 持株比率（％） 

北原 佳郎 18.49 

安田企業投資株式会社 11.22 

（10）大株主の状況 

東京中小企業投資育成株式会社 10.01 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

（11）当社との関係 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

   

（12）平成20年12月期の業績及び平成21年12月期の業績予想      （単位：千円） 

決 算 期 平成20年12月期 平成21年12月期予想 

売 上 高 301,658 508,783 

営 業 利 益 ▲143,428 18,164 

経 常 利 益 ▲139,590 15,669 

当 期 純 利 益 ▲139,973 15,139 

 

６．今後の日程  

平成21年９月25日 取締役会決議  

平成21年９月25日 業務提携契約書の締結 

平成21年10月15日 払込期日（予定） 

平成22年１月１日 事業開始（予定） 

 

７．今後の見通し  

現段階において、本件が今期業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。今後、

当社の業績に重大な影響を与えることが判明した場合には速やかにお知らせいたします。  

 

 

以 上 


